
資料編
1．第7次伊達市総合計画策定経過 �  P98

2．第 7次伊達市総合計画策定組織 �  P99

3．第 7次伊達市総合計画審議会 �  P102

4．委員名簿 �  P106

5．審議会条例 �  P107

6．市民参加の取組 �  P109

第Ⅴ部

97



2016 年（平成 28 年）
2 月〜 3月	 未来を語るだてトーク（計 8回開催）
10月	 住み続けたいまちづくりワークショップ（計 3回開催）

2017 年（平成 29 年）
5 月	 第 7次伊達市総合計画策定業務開始
5月〜 8月	 高校生によるワークショップ
7月	 伊達市総合計画審議会委員の公募
8月	 総合計画策定本部設置
8月	 まちづくりシンポジウムの開催
9月〜翌 11月	 計画策定委員会の開催（計 14回開催）
9月〜翌 11月	 計画調整会議の開催（計 9回開催）
9月〜翌 1月	 ワークショップみらい会議の開催
10月	 伊達市総合計画審議会の設置
11月	 市民アンケート調査の実施
12月	 広域アンケート調査の実施
12月	 住民懇談会の開催
12月〜翌 1月	 団体懇談会の開催

2018 年（平成 30 年）
7 月〜 8月	 計画素案についてパブリックコメントの実施
7月〜 8月	 計画素案について住民説明会の開催
9月	 パブリックコメントの回答、結果の公表
10月	 伊達市総合計画審議会へ諮問
11月	 伊達市総合計画審議会から答申
12月	 市議会に第 7次伊達市総合計画基本構想を提案
12月	 市議会が伊達市総合計画基本構想審査特別委員会を設置

2019 年（平成 31 年）
2 月	 伊達市総合計画基本構想審査特別委員会において審査
2月	 第 7次伊達市総合計画基本構想の原案可決
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第 7次伊達市総合計画策定組織2
（1）組織図

◆ 未来を語るだてトーク

◆ 住み続けたいまちづくりワークショップ

◆ 高校生ワークショップ

◆ まちづくりシンポジウム

◆ 市民アンケート調査

◆ みらい会議

◆ 住民懇談会

◆ 団体懇談会

◆ 住民説明会

◆ パブリックコメント

市民参加

事務局
（企画財政部企画課）

計画調整会議

計画策定委員会

総合計画策定本部 総合計画基本構想審査
特別委員会

市議会
議決

広域市町

提案
市　 長

答申

諮問
総合計画審議会

広域アンケート
調査

室蘭市

登別市

伊達市

壮瞥町

伊達市

洞爺湖町豊浦町
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（2）策定本部規定

伊達市総合計画策定本部規程
平成元年 1月 13日

訓令第 1号
　（趣旨）
第 1条　この訓令は、伊達市総合計画（以下「総合計画」という。）を策定するための組織に関し、必要な
事項を定めるものとする。

　（用語の意義）
第 2条　この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に掲げるところによる。
（1�）総合計画　本市の将来の健全な発展と望ましい都市づくりを推進するために策定する基本構想及び
基本計画からなる市政の総合的な計画をいう。

（2�）基本構想　本市における都市づくりの基本方向、目標及び主要施策の構想を明らかにし、総合計画
の基幹となるべきものをいう。

（3）�基本計画　基本構想に基づき、長期の展望に立って作成する市政の基本的計画をいう。
（4）�部門別計画　基本計画のおおむね行政目的ごとにまとめられる計画をいう。
（5）�地区別振興計画　地区ごとの発展方向を定めた計画をいう。
（6）�単位計画　部門別計画における主要施策ごとの計画をいう。

　（本部）
第 3条　総合計画策定事務の円滑な推進を図るため、伊達市総合計画策定本部（以下「本部」という。）を
設置する。

 2 　本部の組織は、次のとおりとする。
（1）計画策定委員会
（2）計画調整会議
 3 　本部に本部長、副本部長及び事務局長を置く。
 4 　本部長は副市長を、副本部長は教育長及び企画財政部長をもって充てる。
 5 　本部長は、本部の事務を総理する。
 6 　副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、副本部長がその職務を代理する。
 7 　本部の事務局は、企画財政部内に置き、事務局長は企画財政部企画課長をもって充てる。

　（計画策定委員会）
第 4条　計画策定委員会（以下「委員会」という。）は、本部長、副本部長、事務局長及び管理職手当に関
する規則（昭和 42年規則第 11号）別表に規定する部長職をもって組織する。
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 2 　委員会は、次に掲げる事務を処理する。
（1）総合計画原案の決定に関すること。
（2）総合計画の策定方法に関すること。
（3）その他総合計画の策定に関し特に必要と認めること。
 3 　委員会は、本部長が主宰し、必要に応じ招集する。
 4 　本部長は、必要があると認めたときは、委員会に第 1項に掲げる者以外の者の出席を求め、意見を聴
くことができる。

 5 　本部長は、総合計画の原案を決定したときは、当該原案を市長に報告しなければならない。

　（計画調整会議）
第 5条　計画調整会議（以下「調整会議」という。）は、企画財政部長の職にある副本部長、事務局長及び
管理職手当に関する規則（昭和 42年規則第 11号）別表に規定する課長職をもって組織する。

 2 　調整会議は、次に掲げる事務を処理する。
（1）総合計画の原案の作成に関すること。
（2）総合計画の策定方法に関すること。
（3）その他総合計画の策定に関し特に必要と認めること。
 3 　調整会議は、副本部長が主宰し、必要に応じ招集する。
 4 　副本部長は、必要があると認めたときは、調整会議に第 1項に掲げる者以外の者の出席を求め、意見
を聴くことができる。

 5 　副本部長は、総合計画の原案の作成等を終了したときは、当該原案等を本部長に報告しなければなら
ない。

　（補則）
第 6条　この訓令に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。
　　　附　則
　この訓令は、平成元年 1月 19日から施行する。

（中略）

　　　附　則（平成 22年 2月 22日訓令第 1号）
　この訓令は、平成 22年 3月 1日から施行する。
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第 7次伊達市総合計画審議会3
（1）諮問

平成 30年 10月 22日

伊達市総合計画審議会
　　会長　渡　邉　源　之　様

伊達市長　菊　谷　秀　吉

第七次伊達市総合計画（案）について（諮問）

　本市の特性を生かし、新しい時代に即応した総合的かつ計画的なまちづくりの指針である第七次伊達市総
合計画（案）を別冊のとおり取りまとめましたので、貴審議会の意見を求めます。

（2）答申

答　　申

　本審議会では、去る10月 22日に諮問を受けた第七次伊達市総合計画（案）について、審議会委員の多
様な観点や幅広い経験・知識をもとに、慎重に審議を行ってまいりました。

　本総合計画は、市民と共につくることに主眼が置かれ、アンケート調査や懇談会などの従来の手法に加
え、高校生ワークショップ、シンポジウム、みらい会議といった新たな市民参加の手法を取り入れ、市民の
意見をより積極的に生かす形で計画案が作成されました。
　本審議会は、そうした市民の意見が十分に反映された計画案であるかどうかを細部にわたって検討する責
務を認識しつつ、時間をかけて計画案の審議を行った結果、総体的には概ね妥当なものと判断いたします。
　なお、答申を行うにあたっては、特に修正を求める点や留意すべき点など、審議過程で指摘のあった意見
を付記いたしますのでご検討いただきたい。

　総合計画を意味あるものにするためには、まちづくりの方向性を明らかにし、市民との共通理解のもとに
策定する必要があり、施策の推進にあたっては、常に市民のニーズを的確に把握し、時代の変化に柔軟に対
応できるよう市民本位の行政運営を基本とし、着実に推進することが重要となります。

　厳しい社会情勢や財政状況の中での行政運営ではありますが、市民と行政がお互いに協力し合い、本市の
将来像である「みんなが豊かさを感じられる　市民幸福度最高のまち」の実現に向けて、全力を傾注される
ことを期待します。
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序

◦ 1．計画の策定にあたって「（4）計画策定の視点」「④実効性の確保」では、PDCAサイクルのイメージ
図が掲載されていますが、市の職員と市民の認識を一致させ、計画達成に向けて気運を高めるためにも、
1サイクルが何年になるのかを記載するべきであります。

◦ 2．計画策定の背景「（1）社会潮流」「③高度情報化と第 4次産業革命に伴う技術革新」では、「新たな
技術やサービスをまちづくりに生かす取組の実践等、意欲的な対応が必要です。」と記載されています
が、より積極的な対応が必要となることを表現するため、「意欲的な対応が必要です。」の部分の記載を改
めるべきであります。

基本構想

◦「基本目標 4　安心・安全で住み良いまちづくり」を説明する記載では、近年の災害発生状況を鑑み、防
災意識の強化に関する記載を強調した表現に改めるべきであります。

重点施策

◦重点施策 1「健やか・安心」の関連指標では、「農業所得がある人 1人あたりの農業所得金額」を設定し
ていますが、農業振興の指標として馴染まないことから、適した指標に改めるべきであります。

◦重点施策 1「健やか・安心」の関連指標では、「自主防災組織の設置率」を設定していますが、胆振東部
地震発生前に設定した目標値であるため、災害の経験を踏まえた目標値に修正するべきであります。

◦重点施策2「育み」の施策のねらいでは、「伊達人の育成」と記載されていますが、「だて学」とも関連する
良いキーワードであることから、読み仮名の記載を加え、読み手に伝わる表現に修正するべきであります。

分野別施策

◦伊達地域と大滝区について、同じ伊達市でありながら一体感の醸成が不足しているという意見があるた
め、本市全体で協力し連携をとることについて記載を加えるべきであります。

◦施策 0106「魅力あふれる観光基盤の形成」では、何度も訪れたくなるようなまちにするためには、魅力
を伝える人を育てることが重要であることから、人材育成の取組を進めるとともに、若い世代の雇用にも
つながる仕組みづくりをするべきであります。
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◦施策 0203「生涯学習の推進と地域人材の育成」では、市民が地域に対して正しい知識や愛着が持てるよ
う、生涯学習として「だて学」を学ぶことができる環境づくりを進めるべきであります。

◦施策 0402「居住環境の整備と地域環境の保全」では、自然環境の保全や生態系の保護に関する記載があ
りませんが、本市は歴史と豊かな自然に恵まれたまちであり、次の世代に引き継いでいくためには必要な
取組であることから、必要な取組に記載を加えるべきであります。

◦施策 0501「みんなが参加する協働のまちづくり」の現状と課題では、「職員の意識改革を図り」と記載
されていますが、必要な取組に記載を加えるべきであります。

◦施策 0501「みんなが参加する協働のまちづくり」「必要な取組 02．総合的な男女共同参画の推進」で
は、審議会への女性委員の登用のみならず、女性の活用や雇用拡大について積極的に取り組む環境づくり
が必要であります。

◦施策 0505「効率的・効果的な行財政運営」では、これまで行政改革に取り組んできたことは記載されて
いますが、今後継続することが明記されておりません。本計画は今後の厳しい財政運営を前提としてお
り、行政改革の継続は欠かせないことから、必要な取組に記載を加えるべきであります。

計画名

◦伊達市総合計画では、第六次まで漢数字を使用しておりますが、今回の総合計画は市民と共につくること
を主眼として策定してきた経過もあることから、今までの総合計画との違いを強調するためにも算用数字
の「7」を使用するべきであります。
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（3）審議経過

回数 開催日 議題

第  1  回 2017 年（平成 29年）10月 20日
・会長、副会長の選任
・総合計画策定スケジュールについて
・市民・広域アンケートについて

第  2  回 2018 年（平成 30年）  3 月 29日
・市民・広域アンケートについて
・住民・団体懇談会の報告について
・ワークショップ「みらい会議」について

第  3  回 2018 年（平成 30年）  5 月 23日 ・総合計画（素案）について

第  4  回 2018 年（平成 30年）  6 月 14日 ・総合計画（素案）について

第  5  回 2018 年（平成 30年）  9 月 26日 ・住民説明会及びパブリックコメントの結果について

第  6  回 2018 年（平成 30年）10月 12日
・住民説明会及びパブリックコメントの結果について
・将来像について

第  7  回 2018 年（平成 30年）10月 22日

・総合計画（案）の諮問について
・「序」について
・「まちづくりに対する市民意識」について
・「基本構想」について

第  8  回 2018 年（平成 30年）10月 29日
・第 7回審議会結果の確認
・「基本計画」重点施策について
・「基本計画」分野別施策について

第  9  回 2018 年（平成 30年）10月 31日
・第 8回審議会結果の確認
・「基本計画」分野別施策（2〜 5）について

第 10 回 2018 年（平成 30年）11月  5 日
・第 9回審議会結果の確認
・答申（案）の作成について
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委員名簿4
役職名 氏名 ふりがな 備考

会長 渡　邉　源　之 わたなべ　げんゆき 有珠連合自治会

副会長 宇佐美　雅　昭 うさみ　まさあき 大滝区自治会連合会

委員 菊　地　勝　治 きくち　かつはる 黄金地区連合

委員 佐　藤　研　一 さとう　けんいち 稀府連合自治会

委員 掃　部　一　夫 かもん　かずお 東連合自治会

委員 馬　場　一　憲 ばば　かずのり 中央区連合自治会

委員 矢　野　勇　治 やの　ゆうじ 関内連合自治会

委員 栗　橋　司　朗 くりはし　しろう 長和連合自治会

委員 原　　　義　衛 はら　よしえ 市街第一連合自治会

委員 菊　池　義　男 きくち　よしお 三ツ和地区連合自治会

委員 日　下　　　守 くさか　まもる 山下地区連合自治会

委員 佐　藤　　　勤 さとう　つとむ 市街北星地区連合自治会

委員 荒　井　秀　樹 あらい　ひでき 公募・まちづくり人材バンク（みらい会議）

委員 小　倉　　　拓 おぐら　たく 公募・まちづくり人材バンク（みらい会議）

委員 四　戸　幸　穂 しのへ　さちほ 公募・まちづくり人材バンク（みらい会議）

委員 根　子　ももこ ねこ　ももこ 公募・まちづくり人材バンク（みらい会議）

委員 山　本　國一郎 やまもと　くにいちろう 公募・まちづくり人材バンク

委員 石　井　吉　春 いしい　よしはる 政策推進専門委員

委員 木　谷　明　実 きたに　あけみ 市長が必要と認める市民（みらい会議）

委員 笹　山　陽　子 ささやま　ようこ 市長が必要と認める市民（みらい会議）
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審議会条例5
伊達市総合計画審議会条例

昭和 55年 3月 19日
条例第 2号

　（設置）
第 1条　地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 138条の 4第 3項の規定に基づき、伊達市総合計画審
議会（以下「審議会」という。）を置く。

　（所掌事項）
第 2条　審議会は、市長の諮問に応じ、総合計画に関する事項について調査審議し、答申するものとする。

　（組織）
第 3条　審議会は、委員 20人以内で組織する。
 2 　委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。
（1）住民自治組織及び各種団体に所属する市民
（2）公募による市民
（3）学識経験者
（4）その他市長が必要と認める市民

　（任期）
第 4条　委員の任期は、当該諮問に係る期間とする。

　（会長及び副会長）
第 5条　審議会に会長及び副会長 1人を置く。
 2 　会長及び副会長は、委員の互選により定める。
 3 　会長は、会務を総理し、審議会を代表する。
 4 　副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。

　（会議）
第 6条　審議会は、会長が招集し、その議長となる。
 2 　審議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。
 3 　審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。
 4 　会長は、調査審議上必要と認めるときは、市職員の出席又は資料の提出を求めることができる。
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　（部会）
第 7条　審議会の所掌事務を分掌し、調査審議する必要があるときは、審議会に部会を置くことができる。
 2 　部会は、会長の指名する委員をもつて組織し、部会長は部会委員の互選による。
 3 　部会長は、部会を招集し、会務を掌理し、部会における審議の経過及び結果を審議会に報告しなけれ
ばならない。

 4 　前条第 4項の規定は、部会の会議に準用する。この場合において、同項中「会長」とあるを「部会長」
と読み替えるものとする。

 5 　前各項に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、部会長が会長の同意を得て定める。

　（庶務）
第 8条　審議会の庶務は、企画財政部において処理する。

　（委任）
第 9条　この条例に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、市長が別に定める。
　　　附　則
　（施行期日）
 1 　この条例は、公布の日から施行する。
　（非常勤特別職職員の報酬等に関する条例の一部改正）
 2 　非常勤特別職職員の報酬等に関する条例（昭和 48年条例第 5号）の一部を次のように改正する。
　（次のよう略）
　　　附　則（昭和 60年 3月 15日条例第 5号抄）

　（施行期日）
 1 　この条例は、昭和 60年 4月 1日から施行する。
　　　附　則（平成 2年 6月 22日条例第 12号）
　この条例は、公布の日から施行する。
　　　附　則（平成 5年 3月 25日条例第 1号抄）
 1 　この条例は、平成 5年 4月 1日から施行する。
　　　附　則（平成 13年 6月 29日条例第 19号）
　この条例は、公布の日から施行する。
　　　附　則（平成 19年 6月 15日条例第 23号）
　この条例は、公布の日から施行する。
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5．審議会条例



市民参加の取組6
（2）広域アンケート調査

調査対象 室蘭市、登別市、壮瞥町、豊浦町、洞爺湖町の居住者 1,000 名（16歳以上の住民を対象に無作為抽出）

調査期間 2017 年（平成 29年）12月 11日〜 12月 26日

調査項目 「伊達市へ出かける目的」、「伊達市の印象」など

回 収 数 347 名【回収率 34.7％】

（3）みんなで考えよう！伊達市の魅力とまちづくりシンポジウム
開 催 日 2017 年（平成 29年）8月 29日

来場者数 約 500名

（5）住民懇談会
開 催 日 2017 年（平成 29年）12月 5日〜 12月 20日

参加者数 145 名

（7）住民説明会
開 催 日 2018 年（平成 30年）7月 9日〜 8月 2日

参加者数 228 名

（4）みらい会議
開 催 日 2017 年（平成 29年）9月 7日〜 2018年（平成 30年）1月 30日

参加者数 33 名

（6）団体懇談会
開 催 日 2017 年（平成 29年）12月 21日〜 2018年（平成 30年）1月 18日

参加者数 66 名

（8）パブリックコメント
開 催 日 2018 年（平成 30年）7月 9日〜 8月 27日

意見件数（提出者数） 52 件（12名）

（1）市民アンケート調査
調査対象 3,000 名（16歳以上の市民を対象に無作為抽出）

調査期間 2017 年（平成 29年）11月 9日〜 11月 24日

調査項目 「現行施策に関する満足度と重要度評価」、「今後 10年間のまちづくりの基本目標」など

回 収 数 1,146 名【回収率 38.2％】
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